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１.
入札公告

P.2
(10)

本公告を基準として過去3年間に公共工事にお
いて損害賠償請求を地方公共団体から受けたこ
とがあるということは地方自治法施行令第167
条の4に準ずる通り、指名停止も含むという理
解でよろしいでしょうか。

指名停止については、忍野村建設工事等請負契
約に係る指名停止等措置要綱による指名停止に
なります。

２.
公告
P2～P3

(10)この入札には、本公告日を基準として過去
３年間に公共工事において損害賠償請求を地方
公共団体から受けたことがあるなど、地方自治
法施行令第167 条の4に該当する者は参加でき
ない。

とありますが、地方公共団体からの損害賠償請
求を受けた訴訟提起日が公告日から過去３年以
前であれば入札に参加できるとのことでよろし
いでしょうか。

お見込みのとおりです。

３.
入札公告

P.2
(10)

受注者は、電波法第 24 条の 2 に定める登録
検査等事業者の登録を自ら受けている者であ
り、「点検を行うことができる無線設備等に係
る無線局の種別」に「固定局」を含んでいるこ
と。
また、当該点検は、受注者自らが行うことと
し、再委託は一切認めない。
なお、当該登録証及び点検業務実施方法書(総
合通信局長の写しの証明印のあるもの)の写し
を契約前に発注者へ提出すること、

とありますが、登録検査等事業者へ発行される
登録証（総合通信局長発行）の写しを入札時に
提出することでよろしいでしょうか。

入札後、落札候補者になった時点で、すぐに提
出して下さい。

４.
1　特記仕様

書

1-4
第1編共通事項　第3章施工条件　第1現場の引
渡　2
受注者は、施工期間中に既設16QAMデジタル方
式無線設備及びJ-ALERT設備の保守・保全等を
自ら的確に行い、既設設備の機能を縮退なく安
定した運用ができるようにすること。なお、こ
れらに要する費用は、全て受注者の負担とす
る。

縮退なく運用するため、維持する必要がある機
能についてご教示ください。

特記仕様書２－２
第２編親局設備　第３章機器仕様、第１操作卓
に記載されている通り、以下を実現すること。

安易な操作（ワンオペレーション）で、16ＱＡ
Ｍデジタル方式、ＱＰＳＫデジタル方式での併
用運用とし、呼出通報（緊急一括、一括、グ
ループ、個別）ができると共に、既設メールシ
ステムと連携し、一元的な運用及び管理ができ
るようにして下さい。

既設16ＱＡＭ方式デジタルとの平行運用中に
も、スムーズな連携動作（既設親局無線装置、
再送信子局、アンサーバック子局の監視・制
御）ができ運用に支障がないこと。また、戸別
受信機の対応も含むものとします。

５.
1　特記仕様

書

1-4
第1編共通事項　第3章施工条件　第1現場の引
渡　2
受注者は、施工期間中に既設16QAMデジタル方
式無線設備及びJ-ALERT設備の保守・保全等を
自ら的確に行い、既設設備の機能を縮退なく安
定した運用ができるようにすること。なお、こ
れらに要する費用は、全て受注者の負担とす
る。

工事期間中に、既設設備を安定稼働させるため
に先行更新させる機器があれば、ご教示くださ
い。

令和８年度末で、既設メーカ操作卓について保
守が終了となるため、操作卓の機能・仕様等を
満足し更新した上で、撤去して下さい。

質 疑 回 答 書

忍野村防災行政無線施設更新工事
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質 疑 回 答 書

忍野村防災行政無線施設更新工事

６.

特記仕様書
1-5

第1編 共通事
項

第3章　第9

電波伝搬調査用実験局の無線免許については、
実際に電波伝搬調査時に使用する電気通信機器
メーカー製の無線機で認可を受けた免許である
必要がありますでしょうか。
また、電波伝搬調査時は提出した無線従事者選
任届に記載されている無線従事者以外による実
施は認められますでしょうか。
本内容は仕様書に記載されているとおり、当該
無線局免許の写し、免許申請時の複本の写し及
び無線従事者選任届の写しを入札前に発注者へ
提出し確認を受けること、とありますが、無線
局免許状ではメーカーが不明なため、電気通信
機器メーカー（実験局メーカー）から証明書を
発行頂き、提出することでよろしいでしょう
か。

入札後、落札候補者になった時点で、すぐに提
出して下さい。
電波伝搬調査時には、提出されている無線従事
者選任届に記載されている無線従事者による操
作が必要です。

７.
1　特記仕様

書

2-2
第2編親局設備　第3章機器仕様　第1操作卓
既設16QAM方式デジタルとの並行運用中にも、
スムーズな連携動作（既設親局無線装置、再送
信子局、アンサーバック子局の監視・制御）が
でき、運用に支障がないこと。

既設16QAM親局無線装置の設置場所は、現状の
再送信子局、屋外拡声子局、戸別受信機に対す
る電波伝搬エリアを確保することと、更新期間
中、万一操作卓障害時に職員のいる役場から緊
急放送を行う観点からも忍野村役場である必要
はありますでしょうか。

16ＱＡＭの電波伝搬エリア確保及び操作卓障害
時の16ＱＡＭ親局無線装置からの緊急放送につ
いて、現行通りの運用ができることを担保して
ください。

８.
特記仕様書
第2編～第6編

仕様書内に品番を記載している機器がございま
すが、仕様書内の機能・性能を全うするため
に、同等品ではなく、同一品番のものを納入す
ることでよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

９.

１０.


